
新規採用・除外銘柄

除外理由

2025年7月30日

平素は当ETFをご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。
指数算出会社より、7月の定期リバランスにおける指数構成銘柄の⼊れ替えが発表されました。
つきましては新規採⽤・除外銘柄についてお知らせいたします。
なお、今回の⼊れ替えの効力発生日は2025年8月1日です。

7337 ひろぎんホールディングス 7173
東京きらぼし

フィナンシャルグループ

8345 岩手銀行 7322 三十三フィナンシャルグループ

8370 紀陽銀行 8387 四国銀行

8381 山陰合同銀行 8714 池田泉州ホールディングス

新規採用銘柄 除外銘柄

時価総額基準未達

四国銀行

配当利回り上位から落選

東京きらぼしフィナンシャルグループ、三十三フィナンシャルグループ、
池田泉州ホールディングス



※個別銘柄の推奨、今後の組⼊を示唆・保証するものではありません。 四捨五⼊の関係で100にならないことがあります。
（注）構成比率は7月25日時点の株価を基に計算

コード 銘柄名 選定基準 比率

8306 三菱UFJフィナンシャル・グループ 配当金総額 34.6%

8316 三井住友フィナンシャルグループ 配当金総額 30.0%

8411 みずほフィナンシャルグループ 配当金総額 22.1%

8309 三井住友トラストグループ 配当利回り 5.2%

7182 ゆうちょ銀行 配当利回り 5.1%

7337 ひろぎんホールディングス 配当利回り 0.7%

8370 紀陽銀行 配当利回り 0.4%

8410 セブン銀行 配当利回り 0.4%

8381 山陰合同銀行 配当利回り 0.3%

7380 十六フィナンシャルグループ 配当利回り 0.3%

8367 南都銀行 配当利回り 0.3%

8336 武蔵野銀行 配当利回り 0.2%

8361 大垣共立銀行 配当利回り 0.2%

7389 あいちフィナンシャルグループ 配当利回り 0.2%

8345 岩手銀行 配当利回り 0.1%

入れ替え後の指数構成 全15銘柄

対象株価指数の銘柄選定プロセス（概要）

※上図はポイントを抜粋したものです。詳細はこちらをご参照ください（出所）JPX総研よりGlobal X Japan作成

新規採用銘柄

https://www.jpx.co.jp/markets/indices/line-up/files/cal2_40_tpxbkdv.pdf
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配当込みTOPIX銀行業高配当指数（左軸）

日本10年国債利回り（右軸）

（出所）日本取引所グループHPよりGlobal X Japan作成、2025年6月時点
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日本の銀行株の状況

日本銀行は2024年に約17年ぶりの利上げを行い、日本においても金利のある世界が訪れました。
一般的に銀行株は金利上昇の恩恵を受ける業種です。金利水準の上昇によって「利ざや」が拡大し、
国内の大手銀行を中心に収益性が大きく改善しています。そのため、図1のように日本の10年国債利
回りの上昇に伴ってTOPIX銀行業高配当指数も堅調に推移しています。米国の相互関税による景気減
速や財政拡張による悪い金利上昇はリスク要因ですが、引き続き物価および賃金の上昇が確認されれ
ば政策金利が引き上げられる可能性があるため、銀行株は底堅く推移すると期待されます。
また、資本効率改善の機運が高まっていることも銀行株には追い風です。前述の収益性の改善に加

えて、東京証券取引所や市場参加者等からの要請を受けて、銀行でも増配や自社株買いなど株主還元
を強化しています。資本効率を表すPBR（株価純資産倍率）は改善傾向にありますが、図2のように
銀行業は依然として1倍を下回っており、業種別でも低い状態にあります。さらなる取り組みが期待
される中、相対的に資本収益性や成長性が高い銀行株ほど株主還元強化の余地があるため、銀行株の
中でも「配当」に着目することは有効な銘柄選別方法だと考えています。

図2：東証33業種別 加重平均PBR（プライム市場、連結ベース）
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図1：パフォーマンス推移

※上記指数値の期間は2019年7月31日から2025年7月28日の日次です。2019年7月31日から2024年12月13日までのデータは指数算出会社によるバックテストの
結果であり、公表している算出要領とは一部異なるルールで算出されたものです。そのため、2024年12月13日を基準日とし、2024年12月16日を算出開始日とす
る「TOPIX銀行業高配当指数」の指数値との連続性はありません。過去のパフォーマンスを示しており、将来の成果を示唆・保証するものではありません。
（注）パフォーマンスは起点を100として指数化（出所）JPX総研、BloombergよりGlobal X Japan作成
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